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男女平等社会実現を求める要請書
　日頃から男女平等社会の実現にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。
さて、2010年に男女共同参画基本法に基づく「第３次男女共同参画基本計画」が策定され、同年「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「行動指針」が政労使トップの交代を機に新たな合意として結ばれました。私たちは、それぞれの計画の進捗状況を点検・検証し、地方自治体、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行い、着実な施策の推進をはかる必要があると考えています。
　また、2011年11月に発表された「ジェンダーギャップ指数」（GGI）によると、日本は135カ国中98位（2010年は134カ国中94位）であり、特に政治分野及び経済分野における格差が大きいためこのような低い順位となっていると分析されています。国際的にみても男女平等社会の実現に向けた多くの課題が存在しているといえます。
引き続き「ワーク・ライフ・バランス」社会の実現に向け、総務省のリーダーシップが期待されるところです。つきましては、男女平等社会の実現にむけて、下記事項について特段の尽力を要請いたします。
記
1.　ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざすとともに、職場における男女格差の解消に向けて取り組むこと。また、各地方自治体における政労使合意形成を促進するとともに、地域行動計画の策定・実行を推進すること。
2.　男女平等参画社会を実現するために
(1)　男女共同参画社会基本法の趣旨に沿って、すべての自治体での基本計画・条例策定を推進するための支援策を講じること。
(2)　行政組織のなかに男女平等政策部門を設置し、男女平等推進本部機能を確保するよう支援策を講じること。
(3)　特定事業主行動計画が未だ策定されていない自治体における早期策定など必要な対応をはかること。
(4)　公務員の職場における旧姓の「通称使用」の運用や、女子差別撤廃委員会の最終勧告も踏まえ、選択性夫婦別姓制度を含む民法改正を展望した制度運用の検討に着手すること。
3.　自治体職場等の男女平等を実現するために
(1)　「女性国家公務員の採用・登用の拡大等に関する指針」をふまえ、地方自治体において、数値目標を含む女性職員の採用・登用拡大計画が労使協議に基づいて策定・実施されるよう、必要な支援策を講じること。
(2)　公務職場における賃金の実態について、男女別統計データを充実し、公表すること。とくに、自治体別の男女別統計データを公表すること。
4.　仕事と生活の両立支援策を促進するために
(1)  人事院の「育児を行なう職員の仕事と育児の両立支援制度の活用に関する指針」踏まえ、実効ある仕事と育児・介護の支援制度の拡充にむけて必要な措置を講じること。
(2)　介護休暇を取得した職員が再び勤務するに至った場合の号給の調整は、全期間勤務したものとみなすこととなるよう、必要な措置を講じること。
(3)　介護を行う職員のための短時間勤務制度の実現に取り組むこと。
5.　臨時・非常勤等職員の賃金・待遇を改善するために
(1)　臨時・非常勤等職員の賃金改善のため、均等待遇の原則から常勤職員の比例按分とし、制度的な確立をはかること。
(2)　臨時・非常勤等職員の病気休暇、生理休暇、結婚休暇、産前産後休暇、育児時間、子の看護休暇、忌引休暇、夏季休暇などの休暇を有給で確立するよう、必要な措置を講じること。また、国の非常勤職員にかかる育児休業、介護休暇制度の改正を踏まえすべての自治体が条例・規則の改正を行うよう必要な対応をはかること。
(3)　任期の定めのない短時間公務員制度の実現にむけ、具体的な検討を行うこと。
以　上
